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独立から70年、インドは大きな変
化の時代を迎えようとしている。人
間開発指数（HDI）の大幅な改善を
伴う未曽有の経済成長をもたらす変
革が起ころうとしている。この20年
間でインドの国内総生産（GDP）は
1兆米ドル超拡大し、その過程で何
百万人もの人々が新興中間層と呼ば
れる新たな階層への仲間入りを果た
した。本報告書は、インドが年率9％
のペースでGDPを拡大させ、今後
20年間で10兆米ドル規模の経済国
になるには何が必要かを見極めよう
とするものである。

経済規模が10兆米ドルをわずか
でも下回ったら、インドの将来は確
約されない。人口が増え続ける中、
国民が質の高い生活を送れるように
するためには、インドはこの先数十
年間にわたり、毎年1,000万～ 1,200
万の新たな雇用を創出する必要があ
る。2034年までに10億人を超える
規模に達すると予想される新興中間
層や中間層を中心に、豊かさを求め
るインドの若者たちの願望は高まり
つつある。インターネットやモバイ
ル接続がますます多くの地域で利用
できるようになったことによって、
彼らは変化を要求する強力な手段
をも手に入れた。発展の訴えに勝利
がもたらされた最近の総選挙の結果
は、インド国民がいかに経済成長を
願い、その果実が社会各層に行きわ
たることを切望しているかを明確に
示している。

勝利への飛躍
【意味】急速かつ持続可能で資源効率的な成長に向けた解決策により、新天
地を切り開くこと／発展に向けてこれまでとは全く異なる道を模索する、若
くて成長性のある国家による勝利へのアプローチ／国家に大躍進をもたらし
得る、数百万人の小さな歩みの集積を表す言葉／市民、起業家、企業幹部、
投資家、政府指導者が何百万人もの人々の生活を向上させ豊かさに導く「千
載一遇の機会」に関連付けて使う言葉／産業界のリーダーが、有益な成長の
新たな可能性を築くために用いるアプローチ／国家が直面している広範囲に
わたる問題の解決策を見いだせずにいながらも、新たな可能性の模索に目を
向けた心理状態

インドのGDPが年率9％のペース
で成長し、１人当たり国民所得が
1,500米ドルから7,000米ドル近く
まで上昇すれば、12億5,000万人を
超える国民の生活水準は大きく押し
上げられる。インドが実際にこの目
標を掲げることになれば、これは国
家の発展に向けた民主主義国家の取
り組みとしては、かつてない規模の
ものとなるだろう。この目標を達成
するためには、企業、起業家、投資
家、政府指導者が力を合わせて取り 
組まなければならない。さらに、私
たちが「勝利への飛躍」と総称する 
新たなアプローチによる解決策も 
必要である。本調査では、インドが
新たな能力を構築しつつ、こうした
成長を実現するために、企業や起業
家が果たすべき役割について検討 
する。
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企業部門における五つの主要テーマ

国家の野望

新たな能力の構築

勝利への飛躍を実現するために、企業は五つの大きなテーマに 
取り組まなければならない。そのためには新たな能力を構築する
必要がある。

10兆米ドル経済の構築
インドが現在のペースで成長を続けると想定すると、20年後の
経済規模は5兆6,000億米ドルになる。10兆米ドル経済を実現
するためには、経済成長をさらに加速させ、今後20年間の年平
均成長率を9％に押し上げる必要がある。

実質GDP（2010年米ドル基準） 2014年 2034年

$10.4 兆米ドル

5.6兆米ドル

1.9兆米ドル

ベースライン 勝利への飛躍
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適切なアプローチをとる

各分野の問題を解決する
勝利への飛躍を成し遂げるということは、インドが抱える最も困難な問題のいくつかの解決策を見いだすということである。
インドが大きな変革を遂げつつある中、こうした困難な問題は変革を遅らせる重しになるのではなく、成長を推し進める原
動力にならなければならない。

猛烈に追い上げる

従来型のアプローチや技術を
活用して、加速度的に課題を
克服する

大きく踏み切る 

他国で既に展開され、インドで
もうまく機能すると考えられる、
インドにとっては新たなアプロー
チや技術を導入する

跳躍する 

世代を飛び越えたり、全く新
たなビジネスモデルや技術を
構築する

小売
組織的小売業の
市場シェアを
拡大する

50%

2014年

2034年

8%

農業
単位面積当たり
収穫高を向上
させる

7.4トン／
ヘクタール

4トン／ヘクタール
2014年

2034年

教育
就学年数を
増やす

10年

7年
2014年

2034年

医療
寿命を伸ばす

80歳

66歳
2014年

2034年

電力
より多くの人々に
より多くの質の
高い電力を
提供する

普及率
100%

普及率75％
2014年

2034年

都市化
都市部の近代化
を図る

6.5
 億人

4億人
2014年

2034年

デジタル
接続性
デジタルネット
ワークを
拡大する

普及率
80%

普及率15％
2014年

2034年

金融
サービス
より多くの人々が
銀行を利用で
きるように
する

普及率
90%

普及率35％
2014年

2034年

製造業
高付加価値型の
製造業を
増やす

対GDP比
25%超

対GDP比12％
2014年

2034年

物理的
連結性
物流コストを
削減する

対GDP比
8%

2014年

2034年

対GDP比13％
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また、本報告書では、こうした目
標を支援するために、全国的な基盤
整備や成長を促す環境づくりを通し
て政府が果たすべき重要な役割につ
いても取り上げる。

今回の調査方法として、私たちは
インド内外の企業トップ約80人と面
談し、業界トップとのワークショッ
プを重ね、学識者や経済専門家の見
解を聞き、1,500人を超えるPwCス
タッフを動員してオンライン調査を
実施した。その結果、得られたメッ
セージは明確である。インドが課題
を克服して将来を確かなものにする
ためには、経済と人間開発における
パフォーマンスを大幅に向上させる
ような新たな解決策の構築に力を入
れる必要があるということである。

本報告書では、まず、インドと同
じように野心的な成長を目指してき
た他の国々を分析し、アジアや中南
米の中所得国における原型的な取り
組みも紹介する。例えば中国は、イ
ンドと大きく異なる政治的・社会的
状況下においてではあるが、目覚ま
しい経済成長を遂げてきた。韓国は
1983年以降、人間開発指数を大き
く改善させた。

また、ブラジルは2007年以降、
民間部門の力を解き放って経済成長
を加速させた。さらに、インド国内
においても、いくつかの主要な州が
２桁成長を達成しており、自国の可
能性を示す原型となっている。

課題を機会と捉える

勝利への飛躍を実現するために、
インドは自国が抱える数々の経済
的・社会的課題を成長と刷新のた
めの機会と捉える必要がある。この
考え方を踏まえて、インドのGDPの
70％超を構成する主要10分野のパ
フォーマンスを調べたところ、いず
れの分野においても、環境的に持続
可能で拡張性と資源効率性に優れ
た新たな解決策を必要とする課題が
存在することがわかった。例えば、
教育分野においては、今後20年間
にわたり毎年700万人ずつ増え続け
る子どもたちに質の高い学校教育を
提供する必要がある。しかし、現時
点におけるインドの教育投資はGDP
のわずか3％程度と推定されており、
従来どおりの戦略でこの目標を達成
するのは至難の業と思われる。もう
一つの典型例として医療分野が挙げ
られる。
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増大する人口に医療サービスを
提供するためには、2034年まで毎
年10万人の医師と30万人の看護師
を新たに輩出する必要がある。しか
し、この分野でも投資が不足してい
る。この他にも農業、小売、公益事
業、製造業、金融サービス、都市イ
ンフラの各分野は全て同様の課題に
直面している。いずれの分野も、利
用できる資源が限られているにもか
かわらず、規模を拡大する必要があ
る。この不可避の要請を満たすため
には、相当な新たな投資と革新的な
取り組みが必要である。

さらに問題を複雑化させているの
は、これらの各分野は全て互いにつ
ながっているという事実である。つ
まり、ある分野で問題が起きると他
の分野でも問題が起き、ある分野で
改善が進むと他の分野でも改善が促
されるのである。例えば、教育と医
療の質が高まると、より健康で技能
に優れた労働力がもたらされ、その
結果、経済成長とインドの製造業に
おけるイノベーションが促される。

上記に加えて、私たちが「促進分
野（イネイブラー）」と称する二つ
の分野のパフォーマンス（デジタル
接続性と物理的連結性）について 
も検証した。各調査対象分野につい
て、成長パフォーマンスを評価する
基準となる尺度（「成長ベクトル」）
を設定した（前ページ参照）。各分
野の成長ベクトルの数値は、インド
と同じ成長段階にある国々の状況を
調べた結果と各分野の専門家の意見
を参考にして決定した。デジタル接
続性のようにその他の分野の成長を
支援し、可能にする分野については、
より積極的なアプローチを採用し、
2034年までにインドが世界最高レ
ベルに到達すると想定している。

各成長ベクトルは、インドの全般
的な急成長を促すために各分野が達
成しなければならない目標である。
さらに、成長ベクトルはそれぞれ 
量的尺度と質的基準によって構成さ
れる。

例えば、平均就学年数を増やすこ
とは重要であるが、教育の質の向上
が伴わなければ、どれだけ長く学校
に通っても無意味だろう。教育内容
を強化し、さまざまな学習経路の活
用におけるイノベーションを促し、
教員教育の向上を図る必要があるの
である。

勝利への飛躍のための 
解決策とは

成長ベクトルを詳細に調べた結
果、各分野が線形成長を遂げるだけ
では、インドは想定した成長を達成
できないことがわかった。インドが
直面する課題の複雑さと大きさ、必
要とされる資源、変化を求めるイン
ド国民の声の緊迫度を考え合わせる
と、各分野において非線形成長をも
たらす解決策を講じる必要がある。
各分野の成長を分析したところ、三
段階の解決策が浮かび上がってきた

（図A参照）。

図A：勝利への飛躍のための解決策の段階

猛烈に追い上げる 

従来型のアプローチや技術を
活用して、加速度的に課題を
克服する

大きく踏み切る

他国で既に展開され、インドで
もうまく機能すると考えられる、
インドにとっては新たなアプロー
チや技術を導入する

跳躍する 

世代を飛び越えたり、全く新
たなビジネスモデルや技術を
構築する



9 Future of India

インドが2034年にGDP10兆米ド
ルの経済規模を達成し、環境的に持
続可能なかたちで人間開発指数を高
めるためには、インド経済の各分野
において三段階全ての解決策を実行
する必要がある。

例えば、出生時の平均余命（平均
寿命）という成長ベクトルを考えて
みよう。インドの平均寿命は現在66
歳であるが、私たちの分析によると、
これを従来型のアプローチで2034
年の80歳という目標値まで引き上げ
るには今後20年間で病床数を360万
床増やす必要がある。勝利への飛躍
を達成するアプローチはこれとは全
く異なり、医療分野の各プレーヤー
がもっと経営的に効率的なビジネス
モデルを使って高みを目指し（猛烈
に追い上げる）、予防医療や在宅介
護を奨励し（大きく踏み切る）、モ
バイル診療手法・技術を採用する

（跳躍する）というものである。これ
らの戦略を組み合わせることによっ
て、新たに増やす必要のある病床数
は120万床減り、なおかつ2034年に
平均寿命80歳という目標も達成する
ことができる。さらに、増床数が少
なくて済むことによって、医療イン
フラへの資本投資を900億米ドル超
節約できる。

他の分野でも同様の効果が期待で
きる。例えば、現在7年の平均就学
年数を2034年に10年に引き上げる
勝利への飛躍を達成するアプローチ
は、教育分野の累積投資額1,700億
米ドルの抑制につながる。また、電
源供給を3倍に増やし、毎日24時間
全ての人々に電力を供給する飛躍的
なアプローチは、2,000億米ドル分
の設備投資の節約をもたらすさまざ
まなアプローチの組み合わせによっ
て達成できる。

40%
新たな解決策

猛烈に追い上げる

大きく踏み切る

跳躍する

GDP1.9兆米ドル* 

GDP10.4兆米ドル*

60% 

2014年 2034年
出典：PwCによる分析

障壁の除去と
既存の解決策
の実施

図B：新たなアプローチがインド経済にもたらす効果
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インドの人口は現在12億人、やがては15億人になる。
これは大きな課題であると同時に大きな機会でもあ
る。何らかの技術的打開（ブレークスルー）がなさ
れないと、限りある資源を使い果たしてしまうことに
なる。
Ajay Kumar Misra
Tata Global Beverages 

調査の結果、2034年の経済規模
目標10兆米ドルのうち最大40％を
新たな解決策によって達成できるこ
とがわかった（図B参照）。こうした
新たな解決策は、従来型の解決策に
比べて25 ～ 30％も少ない経営資源
で講じることができる。つまり、勝
利への飛躍のための解決策は、単に
資源効率的に急成長をもたらすだけ
でなく、環境的に持続可能な方法で
もある。勝利への飛躍をもたらす解

決策は、単に個別の課題に対して新
しいアプローチや技術を導入すれば
よいということではない。各分野の
指導者と国家が「勝利のために行動
する」という考え方を持つというこ
となのである。

上記および関連の分析について
は、本報告書の第１章と第２章で詳
述する。

PwC10                    
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勝利への飛躍達成に向けた 
民間部門の役割

インドの民間部門は、すでにそれ
なりの地位を確立した企業もいまだ
起業段階にある企業も一様に、勝利
への飛躍のための解決策を見いだ
し、実行していく上で、重要な役割
を果たすことができる。なぜなら、
民間部門は新たなビジネスモデルや
戦略を構築し、新たな技術を活用す
る能力において、政府部門や社会部
門より機敏性に優れているからであ
る。グローバル化を経験してきた民
間企業は、世界各国の民間企業が
生み出してきたベストプラクティス

（最良慣行）から教訓を学び実践す
るのに適した立場にある。また、高
成長市場への参入を目指す国際的な
企業も適切な解決策を見いだす体
制が整っている。

この成長に向けた道のりには、最
も広い意味での官民連携も必要であ
る。数多くの分野の前進を後押しす
るために、政府は、道路や港湾の整
備、物理的連結性の向上、デジタル
インフラの改善といった全国的な基
盤整備に引き続き取り組んでいく必
要がある。

年率9％のペースで成長を続ける
ことができれば、2034年にはイン
ドは米国と中国に次ぐ世界第３位の
経済大国になる。そうなれば、他の
高成長市場にも必要不可欠な能力を
展開する世界最高クラスのインド企
業が輩出されることになるだろう。
これらの企業は、すでに巨大で拡大
し続けるインドの国内市場のニーズ
に応えるとともに、世界を舞台に十
分競争していけるだろう。

インドがGDP10兆米ドルの目標を
達成できた場合、世界企業規模ラン
キング100位以内に少なくとも10社
のインド企業が名前を連ねることに
なるだろう。各業界を代表するこれ
らの企業は、各社にとってかつてな
い成長を達成するだけでなく、新た
な製品、サービス、ビジネスモデル
を生み出すイノベーションに欠くこ
とのできない新たな能力も構築する。

このような世界最高クラスのイン
ド企業の登場を促すために、インド
の民間部門は、新興市場が直面す
る問題の解決策を見いだすための研
究開発など、インドがすでに先行し
ている分野における研究開発投資を
拡大していく必要がある。私たちが
構築した分析モデルは、インドが勝
利への飛躍を実現するためには、現
在対GDP比0.8％の研究開発投資を
2034年には2.4％まで引き上げる必
要があることを示している。
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情報と力を持った顧客の 
ニーズに応える

情報が（利用量と絶対量の両面において）拡大し、そ
の情報に基づいた意思決定が可能になればなるほど、
インドの消費者と企業は大きな力を持つようになる。
そして、彼らは大きくなった力を使って、購入する製
品やサービスに一層大きな価値を求めようとする。そ
の中には、より高い品質と利便性に対する要望も含ま
れる。このように力を持った顧客のニーズに応えるた
めに、各企業はビジネスモデルや競争戦略の再考を迫
られることになるだろう。

柔軟で適応性に優れた
経営モデルを構築する

要求の厳しい顧客の心を捉えるために、インド企業は
資産をなるべく持たないなど、新たな経営モデルを構
築し、非従来型の販売流通経路を試し、これまでとは
異なる方法で技術を活用していく必要がある。

非伝統的な経営資源と
パートナーシップを活用する

成長のために必要な能力を獲得または構築するために、
インド企業は、ライセンス供与などを通して知識や技
術を取り入れ、政府や社会部門の組織とパートナーシッ
プを組むことができる。

成長とイノベーションを
生み出す思考を取り入れる

インド企業は、消費者ニーズに対する企業全体の認識
を高め、十分な研究開発投資を行い、新たな解決策や
ビジネスモデル、新たなアプローチを受け付けようと
しない硬直的な組織の構造や姿勢を解きほぐすことに
よって、成長に向けた強い姿勢を企業DNAの中に組み
込まなければならない。

説明責任、誠実性および
持続可能性を重視する

急成長をもたらすために、インド企業は経営幹部と取
締役会の方針の一致を図り、各自に成長に関する説明
責任を課し、誠実性を組織文化に根付かせ、組織の中
核的価値として持続可能性と社会的影響を掲げなけれ
ばならない。

企業部門における五つの 
主要テーマ

現状では、今回の調査で明らかに
なった変化を認識していないインド
企業があまりにも多く存在し、認識
していたとしても、迅速な対応がで
きていない場合がほとんどである。
勝利への飛躍の達成に必要な規模
の変革を実現するためには、インド
経済の40％を占める幅広い分野で
民間企業が新たな解決策を実施し、
新たな能力を構築する必要がある。
そのためには、互いに関連する五つ
のテーマについて、各企業が優越性
の向上に努めなければなければなら
ない（図C参照）。

これら五つのテーマについては第
３章で取り上げ、テーマ同士がどの
ように絡み合っているのか、また、
各テーマにとってどのような能力や
技術が最も重要なのかという点も含
めて詳述する。

図C：企業部門における五つの主要テーマ
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勝利への飛躍達成に向けた 
起業家部門の役割

すでに確固たる地位を確立した大
企業と同様に、起業段階にあるイン
ド企業も勝利への飛躍のための解決
策を見いだし、実行していく上で、重
要な役割を果たすことができる。実
際、将来のインドの大企業は今日の
起業家部門から生まれることになるだ
ろう。インドにおける起業エネルギー
は高まっており、電子商取引部門だ
けを見ても、最近いくつもの成功事
例が大きな話題になった。さらに、調
査の結果、実質的にインドの全ての
部門において同様の起業家の成長が
起き得ることが明らかになった。

今回の調査では、確立した企業部
門と起業家部門との相互作用にも着
目した。具体的には、新興ベンチャー
企業を自社のサプライチェーンに組み
入れ、起業家にビジネスのベストプラ
クティスについて助言・指南すること
によって、既存企業がどのような貢献
を成し得るかについて検討した。起
業段階にある企業は、イノベーション
の創出という点において特に機敏性に
優れているだけでなく、インド経済が
必要としている新たな雇用の創出とい
う点においても大きな可能性を秘めて
いる。勝利への飛躍の達成に向けた
起業家部門の役割に関する調査分析
結果については、第４章で詳述する。

ビジネス活動のしやすさの 
重要性

インドの民間部門のプレーヤー
は、規制や政府の方針によってイン
ドのビジネス環境が改善されて初め
て、勝利への飛躍のための解決策
を提供できる。2013年現在、イン
ドは世界銀行の「ビジネス環境指標

（Ease of Doing Business Index）」
で189カ国中134位に位置している。
私たちの分析と当該分野の専門家と
の議論の結果、この順位を上昇させ
るためには、起業の容易性や税制に
関する分野に比較的容易に改善でき
そうな項目があることがわかった。
これらの分野やその他の側面におけ
る改善を進めることによって、ビジ
ネス環境ランキングにおけるインド
の順位をわずか数年のうちに50位
以上押し上げることができる可能性
がある。それ以外の分野については、
改善のためにより複雑な政策と姿勢
の変革が必要になるだろう。インド
のビジネス環境の改善は、多国籍企
業のインドに対する信頼性の高まり
というかたちで追加的な効果をもた
らすかもしれない。そうなれば、成
長とイノベーションに不可欠な二つ
の要素である外国からの直接投資と
ノウハウの流入が大きく拡大するだ
ろう。ビジネス環境の改善について
は、第５章で詳細に検討する。



従来型手法の迅速化シ
ナリオでは、教育や医
療をはじめとする人的

資本に関する分野への投資に重
きが置かれる。分析の結果、こ
のシナリオでは、インドのGDP
は現在から2034年まで6.6％
の年平均成長率（CAGR）を見
込める。

シナリオ1

投資の加速シナリオは、迅速か
つ大規模な物的インフラ投資の
影響を描くもので、2034年ま
でにGDP7兆米ドルを突破でき
ると想定する。

シナリオ2

勝利への飛躍シナリオは、人的
資本と物的資本に（上記二つの
シナリオと同じような）投資を
行うとともに、研究開発とイノ
ベーションへの投資も重視する
もので、現在から2034年まで
9.0％の年平均成長率（CAGR）
でGDPが拡大すると想定する。
このシナリオは最も積極的な成
長予測を立てており、インドの
増大する人口が今後20年間に必
要とする2億4,000万の新たな
雇用を創出できるのはこのシナ
リオだけである。

シナリオ3

1.9兆米ドル

2034年2032年2030年2028年2026年2024年2022年2020年2018年2016年2014年

10.4兆米ドル

S2

S1

B

シナリオ2S2シナリオ1S1ベースラインB シナリオ3 予測値

出典：Oxford Economics

年平均
成長率

（201
4～20

34年）：
9%

5.6兆米ドル

6.8兆米ドル
7.4兆米ドル
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三つの経済成長シナリオ

Oxford Economicsのデータとモデル
を使って、インドについて三つの経済
成長シナリオを想定した。各シナリオ
は、企業や起業家ならびに政府による
異なる戦略と成果を前提とし、それぞ
れ重点の異なる投資を反映している。
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本報告書では、各シナリオで示し
たGDP成長率を達成する上での課題
と障壁についても取り上げている。
例えば、シナリオ1を実現するには、
人口ボーナスを生かすと同時に若者
の大量失業リスクを軽減する必要が
あるが、医療問題や教育問題が放置
された場合、その課題はより困難な
ものになるかもしれない。シナリオ
2においては、水不足やエネルギー
安全保障の問題によって物的インフ
ラ投資が危うくなるかもしれない。
シナリオ3では、インドの知的財産
保護制度の脆弱性が是正されない

ことによって、研究開発とイノベー
ションへの投資が損なわれるおそれ
がある。これらのシナリオについて
は第６章で詳細に見ていく。

本報告書の活用方法

本報告書は行動を促すことを主た
る目的としている。本報告書に示す
枠組み、分析、行動のアイデアが企
業幹部、起業家、投資家、政府関係
者を触発し、インドの勝利への飛躍
に向けた行動を促す一助になれば幸
いである。

企業 企業幹部は、第２章、第３章、第４章が興味深いであろう。 これ
らの各章は、どうすれば自社の成長に拍車をかけ、インド全体に
恩恵をもたらす勝利への飛躍のための解決策を構築し、自社を世
界最高クラスの企業に押し上げる体制を整えることができるのか
について、議論を促す内容になっている。（32ページ、64ページ、
80ページ参照）

起業家 起業家は、第２章と第３章はもとより、第４章にも注目すべきで
ある。 すでに確立した地位にある大企業とどのように連携すべき
か（大企業の指南を受けるなど）、いかにして自社の事業を拡大す
るか、どうやって新規雇用を創出すべきか、これらの各章を活用
してさまざまなアイデアを出し合うことをお勧めする。（32ページ、
64ページ、80ページ参照）

投資家 投資家は、第２章と第６章が興味深いであろう。 これらの各章は、
経済の各分野に潜在する機会、インドが直面する異なる成長の選
択肢、そして投資機会のおおよその大きさについて議論している。
インドへの参入やインド企業の買収、あるいは、その他の方法で
インドの成長に投資しようとしているグローバル企業にとっても
役立つ内容になっている。（32ページ、100ページ参照）

政府 政府指導者は、第２章、第５章、第６章が興味深いであろう。 こ
れらの各章は、インドのビジネス環境改善策について（例えば、
この目標に取り組むための産業協議会と協力して）政府で検討す
る上で、また、民間企業と協力の下、ビジネス環境ランキングの
順位を高めるために政府が取るべき短期的および長期的な措置を
特定する上で、役立つ内容となっている。（32ページ、88ページ、
100ページ参照）

上記の考え方については第７章（128ページ）で詳述する。



本報告書を活用することによっ
て、長期的な能力構築と自社組織の
ためになる成長をもたらす新たな議
論を始めることができる。そうする
ことによって、本調査に参加した企
業幹部、起業家、投資家、政府関係
者に仲間入りすることになる。彼ら
は皆、本報告書に概説する急成長と
繁栄の広がりというインドの可能性
に大いに力づけられている。

今回の調査に参加した国際的な
リーダーが特に力説していたのは、
勝利への飛躍がインドにとって不可
欠であるだけでなく、急成長を遂げ
つつあるその他の国々にとっても等
しく重要であるという点である。そ
うした国々の企業幹部や政府指導
者がインドの経験から教訓を引き出
し、それぞれの成長に向けて大きく
前進することになれば幸いである。

16                    PwC
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